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< (57) Abstract: Provided i s a cover glass for display devices, which i s suppressed in bonaing deiects between a glass plate and a res -
in molded body. This cover glass for display devices i s provided with: a glass member (2) that has a glass surface (2a) on the side o f
a user o f a display device and a glass lateral surface (2c) continued t o the glass surface; a functional iilm (4) that i s arranged on the
glass surface; and a resin molded body (3) that i s arranged around the glass member. The film surface (4a) o f the functional film and
a resin surface (3a) o f the resin molded body are on the same plane, and an adhesive (5) i s provided between the glass lateral surface
and the resin molded body.

(57) 要約： 板 ガラス と樹脂成形体 との接合欠陥を抑制で きる表示装置用 カバー ガラスを提供す る。 この 表
示装置用カバ一ガラスは、表示装置 を使用す るユーザ側のガラス表面 （2 a ) と、上記 ガラス表面に連 な
るガラス側面 （2 c ) とを有す るガラス部材 （2 ) と、上記 ガラス表面上に設 けられた機能膜 （4 ) と、
上記 ガラス部材の周 囲に設 けられた樹脂成形体 （3 ) と、を備 え、上記機能膜の膜表面 （4 a ) と上記樹
脂成形体の樹脂表面 （3 a ) とが面一であ り、上記 ガラス側面 と上記樹脂成形体 との間に接着剤 （5 ) が
設 けられている。
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明 細 書

発明の名称 ：表示装置用カバ一ガラス

技術分野

[0001 ] 本発明は、表示装置用カバ一ガラスに関する。

背景技術

[0002] 従来、例えば、ガラス板の周囲に樹脂成形体が配置されたものが知 られて

いる （例えば、特許文献 1 を参照）。

[0003] 図 5 は、従来の表示装置用カバ一ガラスを示す斜視図である。図 6 は、図

5 の A _ A 線断面図である。従来の表示装置用カバ一ガラス 1 0 1 において

は、板ガラス 1 0 2 の周囲に樹脂成形体 1 0 3 が配置されている。

板ガラス 1 0 2 は、表示装置を使用するユーザ （図示せず） と対面するガ

ラス表面 1 0 2 a と、ガラス表面 1 0 2 a に連なるガラス側面 1 0 2 c とを

有 し、ガラス表面 1 0 2 a 上 には、例えばフッ素含有有機 ケィ素化合物 によ

り構成 される機能膜 1 0 4 が配置されている。

樹脂成形体 1 0 3 は、板ガラス 1 0 2 の外縁 を挟み込む形状 に成形 されて

お り、接着剤 1 0 5 を介 して、板ガラス 1 0 2 の外縁 を覆 っている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 1 _ 3 3 4 8 2 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 図 6 に示すように、従来の表示装置用カバ一ガラス 1 0 1 においては、樹

脂成形体 1 0 3 が、機能膜 1 0 4 を有する板ガラス 1 0 2 の外縁 を、接着剤

0 5 を介 して覆 っているため、機能膜 1 0 4 と接着剤 1 0 5 との界面 1 4

1 が存在する。

ところで、機能膜 1 0 4 を一般的に構成するフッ素含有有機 ケィ素化合物

は、機能性、撥水性、撥油性等を付与するものである。 このため、従来の表



示装置用カバ一ガラス 1 0 1 を用いた表示装置において、界面 1 4 1 におけ

る接着剤 1 0 5 の接着強度が経年劣化 して、板ガラス 1 0 2 と樹脂成形体 1

0 3 との接合に欠陥が生 じ、表示装置用カバ一ガラス 1 0 1 の破損につなが

るおそれがある。また、他の機能膜であっても板ガラス 1 0 2 と樹脂成形体

1 0 3 との密着性に悪影響を及ぼす可能性がある。

[0006] 本発明は、以上の点を鑑みてなされたものであって、板ガラスと樹脂成形

体との接合欠陥を抑制できる表示装置用カバ一ガラスを提供することを目的

とする。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明の一態様の表示装置用カバ一ガラスは、表示装置を使用するュ一ザ

側のガラス表面と、上記ガラス表面に連なるガラス側面とを有するガラス部

材と、上記ガラス表面上に設けられた機能膜と、上記ガラス部材の周囲に設

けられた樹脂成形体と、を備え、上記機能膜の膜表面と上記樹脂成形体の樹

脂表面とが面一であり、上記ガラス側面と上記樹脂成形体との間に接着剤が

設けられている、表示装置用カバ一ガラスである。

また、本発明の一態様の表示装置用カバ一ガラスは、前記樹脂成形体を成

形する金型にガラス部材を配置 し、前記金型を型締め して、前記金型で前記

ガラス部材を挟持する工程と、前記金型を型締めすることにより前記ガラス

部材の周囲の少なくとも一部に形成されるキヤビティ空間に樹脂を注入 して

、前記キヤビティ空間内に前記樹脂を充填する工程と、前記キヤビティ空間

内に充填 した樹脂を所定の樹脂圧縮圧力で加圧 しながら樹脂加圧成形するェ

程と、型締め した前記金型を開いて、ガラス樹脂一体成形品を取 り出す工程

と、を備え、前記樹脂加圧成形する工程において、前記樹脂の加圧に連携 し

て前記ガラス部材に作用するガラス保持圧力が規定範囲内に収まるように、

前記ガラス保持圧力を調整するガラス樹脂一体成形品の製造方法によって得

られる、表示装置用カバ一ガラスである。

発明の効果

[0008] 本発明によれば、板ガラスと樹脂成形体との接合欠陥を抑制できる表示装



置用カバ一ガラスを提供できる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1] 第 1 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す斜視図である。

[ 図2] 図 1 の A — A 線断面図である。

[ 図3] 第 2 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す断面図である。

[ 図4] 第 3 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す断面図である。

[ 図5]従来の表示装置用カバ一ガラスを示す斜視図である。

[ 図6] 図 5 の A _ A 線断面図である。

[ 図7] ガラス樹脂一体成形品の製造装置の一実施形態を示す正面断面図である

[ 図8] ガラス樹脂一体成形品製造装置を用いたガラス樹脂一体成形品の製造手

川頁を示す図である。

[ 図9]樹脂加圧時における板ガラスの圧力制御の一例を示す概念図である。

[ 図10]樹脂加圧時における板ガラスの圧力制御の他の一例を示す概念図であ

る。

[ 図11] ガラス樹脂一体成形品の製造装置の変形例を示す正面断面図である。

発明を実施するための形態

[001 0] [表示装置用カバ一ガラス ：第 1 の実施形態]

図 1 は、第 1 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す斜視図である。

図 2 は、図 1 の A _ A 線断面図である。第 1 の実施形態の表示装置用カバ一

ガラス 1 は、ガラス部材としての板ガラス 2 の周囲に枠体である樹脂成形体

3 が配置されたガラス樹脂一体成形品である。

板ガラス 2 は、表示装置を使用するユーザ （図示せず）側のユーザ面であ

るガラス表面 2 a と、ガラス表面 2 a に連なるガラス側面 2 c とを有 し、ガ

ラス表面 2 a 上には、詳細を後述する機能膜 4 が配置されている。

なお、板ガラス 2 のガラス表面 2 a と反対側の面にポ リ力一ボネ一 卜等の

樹脂膜を接合 して、板ガラス 2 と樹脂膜との積層体としても構わない。板ガ

ラス 2 と樹脂膜との積層体とすることで、板ガラス 2 の厚さを薄 くすること



がで き、 よ り軽量化 を図 る ことがで きる。

—方、 図 2 に示 す樹脂成形体 3 は、特有 の断面形状 を有 している。 すなわ

ち、樹脂成形体 3 は、機 能膜 4 の膜表面 4 a と面一の樹脂表面 3 a と、 ガラ

ス側面 2 c と対面 す る樹脂 内側面 3 d とを有 す る。樹脂成形体 3 は、樹脂 内

側面 3 d が接着剤 5 を介 してガラス側面 2 c に当接 す る ことによ り、板 ガラ

ス 2 と接合 している。 こう して、板 ガラス 2 と樹脂成形体 3 とが一体化 して

いる。

樹脂成形体 3 は、板 ガラス 2 の周 囲 に継 ぎ目な く連続 的 に形成 されている

。樹脂成形体 3 の引張強度 （A S T M — D 6 3 8 に準拠 ） は、 好 ま しくは 1

8 0 〜 2 4 0 M P a であ り、 よ り好 ま しくは 1 9 0 〜 2 2 0 M P a であ る。

[001 1] こ こで、膜表面 4 a と樹脂表面 3 a とが 「面一」であ る ことについて説 明

す る。

膜表面 4 a と樹脂表面 3 a との継 ぎ目には段差 がな く、具体 的 には、膜表

面 4 a と樹脂表面 3 a との継 ぎ目の高低差 は、 2 0 m 以 下が好 ま しく、 1

O m 以下が よ り好 ま しく、 まった く段差 のない完全 な 「面一」が最 も好 ま

しい。

[001 2] また、 ガラス側面 2 c と樹脂 内側面 3 d とは、 その間 に接着剤 5 が介在 す

る ことによ って、互 いに離 間 しているが、 図 2 に示 す よ うに、樹脂成形体 3

における樹脂表面 3 a を形成 す る部分 が、接着剤 5 上 に突 出 して、機 能膜 4

の側面 に当接 している。 このため、膜表面 4 a と樹脂表面 3 a との間 には実

質 的 に隙間が存在 しない。

この よ うに、膜表面 4 a と樹脂表面 3 a との継 ぎ目に段差 がな く、 かつ、

隙間が存在 しない表示装置用 カバ 一ガラス 1 は、 ュ一ザ に対 して膜表面 4 a

と樹脂表面 3 a との境界部 をシ ー ム レス に感 じさせ る ことがで き、例 えば、

後述 す る本発 明の製 造方法 によ り得 られ る。

[001 3] この よ うな構成 によれば、従来 の表示装置用 カバ 一ガラス 1 0 1 の よ うに

樹脂成形体 1 0 3 が板 ガラス 1 0 2 の外縁 を覆 う形状 ではないため （図 6 参

照）、機 能膜 4 と接着剤 5 との界面 は存在 しないか、存在 して も極 わずかで



ある。 このため、機能膜 4 と接着剤 5 との界面 における接着強度 が低下 して

板 ガラス 2 と樹脂成形体 3 との接合欠陥が生 じることが防止 され、表示装置

用カバ一ガラス 1 が破損 するおそれを低減で きる。

[0014] また、 図 5 および図 6 に示すように、従来の表示装置用カバ一ガラス 1 0

1 では、樹脂成形体 1 0 3 が板 ガラス 1 0 2 のガラス表面 1 0 2 a (機 能膜

1 0 4 ) か ら大 き く突出 している。 このため、樹脂成形体 1 0 3 におけるこ

の突出部位 と板 ガラス 1 0 2 との境界部分 に、 または、板 ガラス 1 0 2 およ

び機能膜 1 0 4 との境界部分 に L 字の くぼみ （図 6 中、符号 1 5 1 で示す）

が形成 され、 この くぼみ 1 5 1 には、ホ コ リゃチ リがた ま りやすい。

しか し、第 1 の実施形態の表示装置用カバ一ガラス 1 においては、機能膜

4 の膜表面 4 a と樹脂成形体 3 の樹脂表面 3 a とが面一であるため、 図 6 中

に符号 1 5 1 で示 されるような くぼみは形成 されず、ホ コ リゃチ リがた ま り

やすい とい う問題 も回避 で きる。

[001 5] また、 図 6 に示すように、従来の表示装置用カバ一ガラス 1 0 1 では、樹

脂成形体 1 0 3 が板 ガラス 1 0 2 を挟み込むように覆 っている。 このため、

板 ガラス 1 0 2 のサイズよ りも表示領域 は狭 くな り、表示領域 を拡大するた

め には、 よ り大 きなサイズの板 ガラス 1 0 2 が必要であ り、表示装置の小型

軽量化が困難 であ つた り、 コス ト高 につなが った りする問題 がある。

しか し、第 1 の実施形態の表示装置用カバ一ガラス 1 においては、樹脂成

形体 3 は、板 ガラス 2 を挟み込んで覆 う形状 ではないため、例 えば、板 ガラ

ス 2 のサイズが従来の表示装置用カバ一ガラス 1 0 1 における板 ガラス 1 0

2 と同 じであれば、表示領域 をよ り拡大で きるため小型軽量化が容易であ り

、 また、板 ガラス 2 のサイズを大 き くすることによるコス ト高 を回避 で きる

。加 えて、板 ガラス 2 表面 と樹脂成形体 3 との境界が面一であるため一体感

のあるデザインとすることもで きる。

[001 6] 以上、本発 明の表示装置用カバ一ガラスの第 1 の実施形態 について説明 し

たが、本発 明 これに限定 されるものではな く、例 えば、以下 に説明する第 2

および第 3 の実施形態 も好 ま しい一態様 と して採用で きる。



[001 7] [ 表示装置用カバ一ガラス ：第 2 の実施形態]

図 3 は、第 2 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す断面図である。

なお、第 1 の実施形態と同一の部分は、同 じ符号を用い、説明も省略する。

第 2 の実施形態では、樹脂成形体 3 の一部である回り込み部 3 e が、板ガ

ラス 2 のガラス裏面 （ガラス表面 2 a とは反対側の主面） 2 b 側に回り込ん

でいる。このため、第 2 の実施形態では、第 1 の実施形態よりも表示領域は

狭いものの、接着剤 5 による板ガラス 2 に対する接着面積が拡大 しており、

板ガラス 2 と樹脂成形体 3 との接合欠陥の発生をより防止できる。

このような第 2 の実施形態は、例えば、板ガラス 2 が比較的薄いような場

合において、接着剤 5 による接着面積を確保する観点からも好適に採用でき

る。

[001 8] なお、上記実施形態の表示装置用カバ一ガラスは、樹脂成形体 3 の板ガラ

ス 2 のガラス裏面 2 b よりも下側に位置 している部分 （すなわち、平面視で

ガラス板 2 と重なる回り込み部 3 e ) を、表示装置とのシール部として、貼

合部材として用いることもできる。具体的には、板ガラス 2 のガラス裏面 2

b と樹脂成形体 3 とで囲まれた領域 （図 3 において 5 として示された領域）

に粘着層となる樹脂組成物を供給する。その状態でディスプレイ等の保護対

象となる表示装置と積層 し、粘着層となる樹脂組成物を硬化させることで、

容易に表示装置に板ガラス 2 と樹脂成形体 3 を貼合することができる。

[001 9] 樹脂組成物を硬化させる雰囲気は、常圧でも構わない し、減圧下で行って

も構わない。減圧下で硬化を行った場合、この後、それよりも高い圧力 （例

えば大気圧）の雰囲気に変えると、上昇 した圧力によって板ガラス 2 と表示

装置とが密着する方向に押圧されると同時に、シール部に囲まれて密封され

た空間に残留する空孔部の体積がその雰囲気の差圧に応 じて縮減することか

ら、板ガラス 2 と表示装置とシール部とで密閉された密閉空間における減圧

の空間に樹脂組成物が流動 していき、密閉空間全体が樹脂組成物によって均

—に充填されるためより好ましい。

[0020] シール部は、表示装置と接着する際に表示装置と接触する部分であるため



、 シール部以外の樹脂成形体 3 よ りも軟質の樹脂で形成 しても構わない。 こ

の場合 は、樹脂成形体 3 の下部が上部 よ りも軟質の樹脂で形成 される。

[0021 ] [ 表示装置用カバーガラス ：第 3 の実施形態 ]

図 4 は、第 3 の実施形態の表示装置用カバ一ガラスを示す断面図である。

なお、第 1 の実施形態 と同一の部分は、 同 じ符号 を用い、説明も省略する。

第 3 の実施形態では、樹脂成形体 3 の下部 に別途異なる樹脂でシール部 6

を形成するものである。 この場合 も、 シール部 6 は、樹脂成形体 3 よ りも軟

質の樹脂で形成 されることが好 ま しい。

[0022] 次 に、本発明の表示装置用カバ一ガラスに用い られる各部 について、詳細

に説明する。

〔ガラス部材 （板 ガラス）〕

ガラス部材 と しては、板 ガラスのほか、例 えば、 ガラス レンズ等の光学部

材 も挙 げ られる。 したが って、以下、板 ガラス 2 について説明するが、 ガラ

ス部材 と しては、 これに限定されるものではない。

ガラス部材である板 ガラス 2 は、 ガラス表面 2 a 、 ガラス側面 2 c 、 およ

び、 ガラス裏面 2 b を有するものであれば、その形状 は限定されないが、矩

形が好 ま しい。 ここで、矩形 とは、実質的に略矩形であ り、周辺部の角を切

り落 と した （例 えば、 コーナ一カ ツ 卜した）形状 をも含む。なお、一実施形

態 と して矩形状の板 ガラスの例 を示 したが、 これに限定されない。例 えば、

—辺が波型 に加工 された異形 ガラス等でも構わない。 また、湾曲 した板 ガラ

スを使用することもで きる。

板 ガラス 2 の大 きさは限定されないが、例 えば、矩形の場合 は、その主面

(ガラス表面 2 a およびガラス裏面 2 b ) のサイズが、 1 0 m m X 3 0 m m

〜 1 O O O m m X l 6 0 0 m m が好 ま しく、 3 0 m m X 5 0 m m 〜 8 0 0 m

m X 1 0 0 0 m m がよ り好 ま しい。

また、板 ガラス 2 の厚 さ （ガラス側面 2 c の長 さ）は、特 に限定されない

が、例 えば、 0 . 5 〜 1 0 m m が好 ま しく、 0 . 7 〜 3 m m がよ り好 ま しい



[0023] なお、板ガラス 2 のガラス側面 2 c は、シランカップリング剤および/ ま

たはプライマにより予め表面処理することが好ましい。この処理により、板

ガラス 2 と樹脂成形体 3 となる樹脂との接着性を向上できる。シランカップ

リング剤としては、 ビニル基含有シラン力ップリング剤、スチリル基含有シ

ランカツプリング剤、ァミノ基含有シラン力ップリング剤、ェポキシ基含有

シランカツプリング剤、メタクリロイルォキシ基含有シランカツプリング剤

、ァクリロイルォキシ基含有シランカップリング剤などが使用され、またプ

ライマとしては、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ

樹脂などを溶剤希釈 したブラィマを使用できる。

[0024] 板ガラス 2 の製造方法は、特に限定されず、従来公知の方法で製造できる

。例えば、従来公知のガラス原料を溶解 し溶融ガラスとした後、フロー ト法

、フユ一ジョン法、スロットダウン ドロ一法、 リドロ一法、引き上げ法等に

よつて板状に成形 して製造できる。

また、板ガラス 2 のガラス組成は、特に限定されない。さらに、板ガラス

は、加熱融着等により積層された複数枚の板ガラスからなるものであって

もよく、その場合、各板ガラスのガラス組成は、同一であっても互いに異な

つていてもよい。

もっとも、板ガラス 2 は、化学強化処理が施された強化ガラスであるのが

好ましい。その場合、アルカリ成分を含有するガラスを選択する必要があり

、ソ一ダラィ厶ガラスやアル力リアルミノシリケ一 卜ガラスが好ましい。

[0025] 化学強化処理は、未処理の板ガラスに対 して施される。板ガラスの表面 （

および表面を含む部位）には、化学強化処理が施されることで圧縮応力が発

生 した化学強化層が形成される一方、化学強化処理が施されない内部には、

相対的に引張応力が発生 し、引張応力層が形成される。

化学強化層の深さは、例えば 2 〜 5 O m であり、その圧縮応力は、例え

ば 5 0 〜 9 0 O M P a である。また、引張応力層の引張応力は、例えば 2 0

〜 1 0 O M P a である。

化学強化処理は、概略的には、板ガラスに存在するアルカリ成分 （例えば



、 L i イオン、 N a イオン等のアルカリ金属イオンであり、以下 「小径アル

カリ成分」ともいう）を、イオン半径がより大きいアルカリ成分 （例えば、

K イオン等のアルカリ金属イオンであり、以下 「大径アルカリ成分」ともい

う）で置換する、いわゆるイオン交換処理である。

化学強化処理の方法としては、具体的には、例えば、板ガラスを硝酸カリ

ゥ厶 （K N 0 3 ) 溶融塩に 1 5 分〜 5 時間浸潰させる方法が挙げられる。化

学強化処理は、浸潰の前処理として、 ヒータ等を用いて予熱する予熱処理を

含んでいてもよい。化学強化処理 （予熱処理を含む）の温度としては、例え

ば、 5 5 0 °C以下が挙げられる。

[0026] なお、化学強化処理が施された強化ガラスは、その後切断されて、上述 し

た寸法の板ガラス 2 が得 られる。このとき、切断方法としては、特に限定さ

れず、公知の切断方法が用いられ、例えば、ダイャモン ドカツタ一で切断線

を刻設 した後に折 り割りする方法や、ダイシング装置で切断する方法、 レー

ザ一切断などが挙げられる。

化学強化処理後に切断されて得 られる板ガラス 2 は、端部が切断されるこ

とにより、 2 層の圧縮応力層の間に 1層の引張応力層を有 し、かつ、切断面

(つまり、ガラス側面 2 c ) から引張応力層が露出した状態となる。また側

面の強度を維持するために、切断後 （面取 り加工後も含む）に化学強化処理

してもよい。

[0027] 〈 ガラスの加飾 〉

板ガラス 2 のガラス表面 2 a (またはその反対のガラス裏面 2 b ) には、

任意の加飾が施されてもよい。加飾の柄は、任意に実施することができるが

、例えば黒色や白色によって額縁状の枠を形成する柄が挙げられる。加飾方

法は、種々の方法が利用できるが、例えば、スクリーン印刷、パッド印刷、

グラビヤオフセッ卜印刷などが挙げられる。

〈 板ガラスの端面処理 〉

ガラス部材として、板ガラスを使用する場合、板ガラスは、ガラス表面と

ガラス側面との間の角部に面取 り部を有するものであってもよい。この場合



、面取りの態様は、C面取りであってもよいし、R面取りであってもよい。

また、このように面取り加工が施された板ガラスを使用することにより、

板ガラスの取り扱いを容易にできる。

なお、面取り部の形態としては、C面取りが好ましい。C面取りとするこ

とにより、R面取りに比して、板ガラスと樹脂成形体との継ぎ目部分の平坦

性をより向上させることができる。

また、板ガラスは、このような端面処理を施さない板ガラスを使用するこ

ともできる。すなわち、所定サイズに切断後、その切断面である側面が未処

理の板ガラスを使用することもできる。これにより、使用する板ガラスの下

処理の負担を低減できる。

[0028] 〔機能膜〕

次に、板ガラス2 のガラス表面2 a上に設けられる機能膜4 について説明

する。機能膜4 は、フッ素含有有機ケィ素化合物により構成できる。すなわ

ち、板ガラス2 のガラス表面2 a上で、フッ素含有有機ケィ素化合物を用い

て成膜することにより、機能膜4 が形成される。なお、機能膜4 と板ガラス

2 との間に反射防止膜等の任意の機能膜層 （図示せず）を設けても構わない

[0029] フッ素含有有機ケィ素化合物としては、機能性、撥水性、撥油性を付与す

るものであれば特に限定されず使用できる。

このようなフッ素含有有機ケィ素化合物としては、例えば、パ一フルォロ

ポリエーテル基、パ一フルォロアルキレン基およびパ一フルォロアルキル基

からなる群から選ばれる1つ以上の基を有するフッ素含有有機ケィ素化合物

を好ましく使用できる。なお、パ一フルォロポリエ一テル基とは、パ一フル

ォ口アルキレン基とエーテル性酸素原子とが交互に結合した構造を有する2

価の基のことである。

このパ一フルォロポリエーテル基、パ一フルォロアルキレン基およびパ一

フルォロアルキル基からなる群から選ばれる1つ以上の基を有するフッ素含

有有機ケィ素化合物の具体例としては、下記一般式 （I ) 〜 （V ) で表され



る化合物等が挙げられる。

[0030] [ 化 1]

X

Rf-(OCF CF CF ) -OCCF 2 ) C H 2C-

(CH )n—Si— (R1) 3

[0031 ] 式中、 R f は、炭素数 1 〜 1 6 の直鎖状のパ一 フル ォロアルキル基 （アル

キル基 として、例えば、メチル基、ェチル基、 n _ プロピル基、イソプロピ

ル基、 n _ プチル基等）、 X は、水素原子または炭素数 1 〜 5 の低級アルキ

ル基 （例えば、メチル基、ェチル基、 n _ プロピル基、イソプロピル基、 n

—プチル基等）、 R 1 は、加水分解可能な基 （例えば、アミノ基、アルコキ

シ基等）またはハ ロゲン原子 （例えば、 フッ素、塩素、臭素、 ヨウ素等）、

mは 1 〜 5 0 、好ま しくは 1 〜 3 0 の整数、 n は 0 〜 2 、好ま しくは 1 〜 2

の整数、 p は 1 〜 1 0 、好ま しくは 1 〜 8 の整数である。

[0032] C q F 2 q + 1C H 2 C H 2 S i ( N H 2 ) 3 ( )

ここで、 q は 1 以上、好ま しくは 2 〜 2 0 の整数である。

[0033] —般式 （I I ) で表 される化合物 としては、例えば、 n — トリフロロ （1

， 1 ， 2 ， 2 —テ トラヒ ドロ）プロビルシラザン （n —C F 3 C H 2 C H 2 S i

( N H 2 ) 3 ) 、 n —ヘ プタフロロ （1 ， 1 ， 2 ， 2 —テ トラヒ ドロ）ペンチ

ルシラザン （n _ C 3 F 7 C H 2 C H 2 S i ( N H 2 ) 3 ) 等 を例示できる。

[0034] C q , F 2 q , + 1 C H 2 C H 2 S i ( O C H 3 ) 3 ( )

ここで、 q ' は 1 以上、好ま しくは 1 〜 2 0 の整数である。

[0035] —般式 （I I I ) で表 される化合物 としては、 2 _ (パ一 フル ォロォクチ

ル）ェチル 卜リメ トキシシラン （n _ C 8 F ，7 C H 2 C H 2 S i ( 〇 C H 3 ) 3

) 等 を例示できる。

[0036]



[ 化 2 ]

X a - Si - i - O - (CHz) " ― (CH ) ~ ― (CH2)f - Si ― X3

[0037] 式 （I V ) 中、 R f 2は、 一 （〇C 3 F 6 ) s _ ( O C 2 F 4 ) ( O C F 2 ) "

- ( s 、 t 、 u はそれぞれ独立に 0 〜 2 0 0 の整数）で表わされる 2 価の直

鎖状パ一フルォ ロポ リエ一テル基であ り、 R 2、 R 3 は、それぞれ独立に炭素

原子数 1 〜 8 の一価炭化水素基 （例えば、 メチル基、ェチル基、 n _ プロピ

ル基、イソプロピル基、 n _ プチル基等）である。 X 2、 X 3 は、独立に加水

分解可能な基 （例えば、 アミノ基、 アル コキシ基、 ァシロキシ基、 アルケニ

ルォキシ基、イソシァネ一 卜基等）またはハ ロゲン原子 （例えば、 フッ素原

子、塩素原子、臭素原子、 ヨウ素原子等）であ り、 d 、 e は、独立に 1 〜 2

の整数であ り、 c 、 f は独立に 1 〜 5 (好 ま しくは 1 〜 2 ) の整数であ り、

a および b は、独立に 2 または 3 である。

[0038] 化合物 （I V ) が有する R f 2 において s + t + u は、 2 0 〜 3 0 0 が好 ま

しく、 2 5 〜 1 0 0 がよ り好ま しい。 また、 R 2、 R 3 と しては、 メチル基、

ェチル基、 プチル基がより好ま しい。 X 2、 X 3で示される加水分解性基 と し

ては、炭素数 1 〜 6 のアル コキシ基がより好ま しく、 メ トキシ基、エ トキシ

基が特 に好ま しい。 また、 a および b は、それぞれ 3 が好ま しい。

[0039] [ 化3]

F-CCF ) -(OC 3Fe ) - (OC 2F -(OCFa) (CH 2 ) O(CH2) -Si(X*) _ (R*) (V)

[0040] 式 （V ) 中、 V は 1 〜 3 の整数であ り、 w 、 y 、 z は、それぞれ独立に 0

〜 2 0 0 の整数であ り、 h は 1 または 2 であ り、 i は 2 〜 2 0 の整数であ り

、 X 4 は加水分解性基であ り、 R 4 は炭素数 1 〜 2 2 の直鎖 または分岐の炭化

水素基であ り、 k は 0 〜 2 の整数である。 w + y + z は、 2 0 〜 3 0 0 が好

ま しく、 2 5 〜 1 0 0 がよ り好ま しい。 i は 2 〜 1 0 がよ り好ま しい。 X 4 は



、炭素数 1 〜 6 のアル コキシ基が好 ま しく、 メ トキシ基、エ トキシ基がよ り

好 ま しい。 R 4 と しては、炭素数 1 〜 1 0 のアルキル基がよ り好 ま しい。

[0041 ] また、市販 されているパ一フルォ ロポ リエ一テル基、パ一フルォ ロアルキ

レン基 およびパ一フルォ ロアルキル基か らなる群か ら選ばれる 1 つ以上の基

を有するフッ素含有有機 ケィ素化合物 と して、 K P — 8 0 1 (商 品名、信越

化学社製）、 K Y 1 7 8 (商 品名、信越化学社製）、 K Y _ 1 3 0 (商 品名

、信越化学社製）、 Κ Υ 1 8 5 (商 品名、信越化学社製）、ォ プツール （登

録商標） D S X およびォ プツール （登録商標） A E S (いずれも商品名、 ダ

ィキン社製）な どが好 ま しく使用で きる。

[0042] なお、 フッ素含有有機 ケィ素化合物 は、大気中の水分 との反応 による劣化

抑制な どのためにフッ素系溶媒等の溶媒 と混合 して保存 されているのが一般

的であるが、 これ らの溶媒 を含んだまま成膜すると、得 られる機能膜 4 の耐

久性等 に悪影響 を及ぼす ことがある。

このため、本発明においては、予め溶媒除去処理 を行 ったフッ素含有有機

ケィ素化合物、 または、溶媒で希釈 されていない （すなわち、溶媒 を添加 し

ていない） フッ素含有有機 ケィ素化合物 を用いることが好 ま しい。例 えば、

フッ素含有有機 ケィ素化合物溶液 中に含 まれる溶媒の濃度 と して 1 m o I %

以下のものが好 ま しく、 0 . 2 m o I % 以下のものがよ り好 ま しい。溶媒 を

含 まないフッ素含有有機 ケィ素化合物 を用いることが特 に好 ま しい。

上記 フッ素含有有機 ケィ素化合物 を保存する際に用い られている溶媒 と し

ては、例 えば、パ一フルォ 口へキサ ン、 メタキシ レンへキサ フルオライ ド （

C 6 H 4 ( C F 3 ) 2 ) 、ハイ ドロフロォ 口ポ リエーテル、 H F E 7 2 0 0 7

1 0 0 (商 品名、住友ス リ一ェ厶社製、 H F E 7 2 0 0 は、 C 4 F 9 C 2 H 5、

H F E 7 1 0 0 は〇 4 「9 〇〇 1 1 3 で表ゎされる）等が挙 げ られる。

フッ素系溶媒 を含むフッ素含有有機 ケィ素化合物溶液か らの溶媒 （溶剤）

の除去処理 は、例 えばフッ素含有有機 ケィ素化合物溶液 を入れた容器 を真空

排気することによ り行 うことがで きる。

真空排気を行 う時間については、排気ライン、真空ポ ンプ等の排気能力、



溶液の量等 によ り変化するため限定されるものではないが、例 えば 1 0 時間

程度以上真空排気することによ り行 うことがで きる。

本発明における機能膜 4 を、板 ガラス 2 のガラス表面 2 a 上 に成膜する方

法は、特 に限定されるものではないが、上記のような材料 を用いて真空蒸着

によ り成膜することが好 ま しい。

この場合、上記溶媒の除去処理 は、機能膜 4 を成膜する成膜装置の加熱容

器 にフッ素含有有機 ケィ素化合物溶液 を導入後、昇温する前 に室温で加熱容

器 内を真空排気することによ り行 うこともで きる。 また、加熱容器 に導入す

る前 に予めエバポ レータ一等 によ り溶媒除去 を行 ってお くこともで きる。

ただ し、上述の とお り溶媒含有量が少ない、 または含 まないフッ素含有有

機 ケィ素化合物 は、溶媒 を含んでいるもの と比較 して、大気 と接触すること

によ り劣化 しやすい。

このため、溶媒含有量の少ない （または含 まない） フッ素含有有機 ケィ素

化合物の保管容器 は、容器 中を窒素等の不活性 ガスで置換、密閉 したものを

使用 し、取 り扱 う際には大気への暴露、接触時間が短 くなるようにすること

が好 ま しい。

具体的には、保管容器 を開封後 は、直ちに機能膜 4 を成膜する成膜装置の

加熱容器 にフッ素含有有機 ケィ素化合物 を導入することが好 ま しい。そ して

、導入後 は、加熱容器 内を真空 にするか、窒素、希ガス等の不活性 ガスによ

り置換することによ り、加熱容器 内に含 まれる大気 （空気）を除去すること

が好 ま しい。大気 と接触することな く保管容器 （貯蔵容器）か ら本製造装置

の加熱容器 に導入で きるように、例 えば貯蔵容器 と加熱容器 とが、バル ブ付

きの配管 によ り接続 されていることがよ り好 ま しい。

そ して、加熱容器 にフッ素含有有機 ケィ素化合物 を導入後、容器 内を真空

または不活性 ガスで置換 した後 には、直ちに成膜のための加熱 を開始するこ

とが好 ま しい。

なお、機能膜 4 は板 ガラス 2 上 に成膜する以外に、 フイルム等 を貼 ること

によ り形成 しても構わない。



[0044] このようにして得 られる機能膜 4 の厚さは、 0 . 5 〜 1 0 0 m が好まし

く、 1 〜 3 0 斗 m がより好ましい。

[0045] 〔接着剤〕

本発明に用いられる接着剤 5 は、板ガラス 2 のガラス側面 2 c (第 2 の実

施形態の場合には、さらに、ガラス裏面 2 b の縁）に塗布されて硬化するこ

とにより、接着力を発揮 して、樹脂成形体 3 との接合に寄与するものである

が、表示装置用カバ一ガラス 1 がノ一 卜P C、タブレットP C、スマ一 トフ

オン等の表示装置に用いられることから、導電性を有さず、また、できるだ

け絶縁性に優れたものを用いることが好ましい。このような接着剤 5 の材質

としては、接着力に優れるシリコーン系、ウレタン系、および、エポキシ系

の接着剤ならびに両面テ一プ等が好適に挙げられる。

なお、本明細書では、硬化前の接着剤も、硬化後の接着剤も単に 「接着剤

」と称する。

[0046] 〔樹脂成形体 （樹脂）〕

樹脂成形体 3 は、接着剤 5 を介 して板ガラス 2 に接合 し、樹脂成形体 3 と

板ガラス 2 とが一体化 して、表示装置用カバ一ガラス 1 となる。

樹脂成形体 3 となる樹脂の材質としては、表示装置用カバ一ガラス 1 がノ

— 卜P C、タブレットP C、スマー トフォン等の表示装置に用いられること

から、導電性を有さず、また、できるだけ絶縁性に優れたものを用いること

が好ましく、本発明においては、熱可塑性樹脂が好適に使用される。

本発明に使用される熱可塑性樹脂としては、溶融成形により板ガラス 2 と

—体成形できるものであれば、特に限定されず、例えば、熱可塑性ポ リエス

テル樹脂 （例えば、ポ リエチレンテレフタレ一 卜樹脂、ポ リプチレンテレフ

タレ一 卜樹脂など）、熱可塑性ポ リエステル樹脂と他の樹脂との混合物、ポ

リマ一ァロイ、変性ポ リエステル樹脂、芳香族ポ リエステル樹脂、液晶ポ リ

マ一、ポ リフエ二 レンスル フィ ド樹脂、ポ リアミ ド樹脂、ポ リイミ ド樹脂、

ポ リアミ ドイミ ド樹脂、ポ リエーテルィミ ド樹脂、ポ リオ レフィン樹脂 （例

えば、ポ リエチレン樹脂、ポ リプロピレン樹脂、ポ リプテン樹脂など）、こ



れ らの変性樹脂、ポ リメチルぺ ンテ ン樹脂、ポ リスチ レン樹脂、ポ リ — メ

チルス チ レン樹脂、 A S 樹脂、 A B S 樹脂、石油樹脂、ポ リ力一ボネ一 卜樹

月旨、 ポ リスル フ ォ ン樹脂、ポ リエ ー テ ル スル フ ォ ン樹脂、ポ リア リル スル フ

ォ ン樹脂、ポ リア リレー 卜樹脂、ポ リオキシメチ レン樹脂、ポ リェ一テルエ

—テルケ 卜ン樹脂、ポ リァ リルェ一テルニ 卜リル樹脂、ポ リベ ンゾィミダゾ

—ル樹脂、ポ リ塩化 ビニル樹脂、 フッ素樹脂、ポ リフエ二 レンォキシ ド樹脂

、変性ポ リフエ二 レンォキシ ド樹脂、 （メタ）ァク リル樹脂、 ノルポルネン

樹脂、熱可塑性ポ リウ レタン樹脂等が挙 げ られる。

〈 液晶ポ リマー、結晶性樹脂 〉

これ らの熱可塑性樹脂の うち、低剪断応力のため溶融流動性 に優れてお り

金型へ低圧で注入で き、 また、バ リが出に くいという観点か ら、液晶ポ リマ

—および結晶性樹脂 （ただ し、液晶ポ リマ 一 を除 く）が好 ま しい。

液晶ポ リマ一 （L C P ) と しては、液晶層の構造がネマチ ック、スメクチ

ック、デ ィスコチ ックである液晶ポ リマ 一 のいずれでもよ く、 また、芳香族

ヒ ドロキシカルボ ン酸 由来、芳香族 ジカルボ ン酸 由来、芳香族 ジォ一ル由来

のいずれの繰返 し単位 を主 と して有するものでもよい。特 に、溶融成形が可

能なサ一モ 卜口ピック液晶ポ リマ一が好 ま しい。

これ らは種 々の物性のものが市販 されてお り、 いずれも好適 に使用で き、

例 えば、 ロッ ドラ ン L C _ 5 0 0 0 、 L C _ 5 0 0 0 F 、 L C — 5 0 0 0 H

(商 品名、以上ュニチカ社製）、ザイダ一 S R T _ 3 0 0 、 S R T — 5 0 0

、 F S R — 3 1 5 、 R C — 2 1 0 、 F C — 1 1 0 、 F C — 1 2 0 、 F C — 1

3 0 (商 品名、以上 日本石油化学社製）、 ェ コ ノール E 2 0 0 0 、 ェ コ ノ一

ル E 6 0 0 0 (商 品名、以上住友化学工業社製）、 E P E _ 2 4 0 G 3 0 、

ノバキユ レ一 卜E 3 2 2 G 3 0 、 E 3 3 5 G 3 0 (商 品名、以上三菱化学社

製）、ベ ク トラ A 9 5 0 、ベ ク トラ A 1 3 0 、ベ ク トラC 1 3 0 、ベ ク トラ

A 2 3 0 、ベ ク トラ A 4 1 0 (商 品名、以上ポ リプラスチ ックス社製 )、 B I

A C (商 品名、 ジャパ ンゴァテ ックス社製 )、 O C T A (商 品名、大 日本イン

キ化学工業社製）、 Z e n i t e (商 品名、デ ュポ ン社製 )、 o V a c c u



a t e (商品名、三菱エンジニアリング社製）、 S I V E R A S (商品名

、東 レ社製）等が使用できる。

また、結晶性樹脂 （ただ し、液晶ポ リマ一を除く）としては、ポ リフエ二

レンスルフィド樹脂 （P P S ) 、ポ リエチレンテレフタレ一 卜樹脂 （P E T

) 、ポ リプチレンテレフタレ一 卜樹脂 （P B T ) 、芳香族ポ リエステル樹脂

、ポ リエ一テルエ一テルケ トン樹脂 （P E E K ) 、ポ リエ一テルニ トリル樹

月旨 （P E N ) 、ポ リアミ ド樹脂 （ナイロン樹脂） （例えば、ポ リアミ ド6 、

ポ リアミ ド6 6 、ポ リアミ ド1 1、ポ リアミ ド1 2 、ポ リアミ ド4 6 、ポ リ

アミ ド6 2 0 、ポ リアミ ド6 1 2 、ポ リアミ ドM D X 6 など）、ポ リオキシ

メチレン樹脂 （P O M ) 、ポ リエチレン樹脂 （例えば、低密度ポ リエチレン

、中密度ポ リエチレン、高密度ポ リエチレンなど）、ポ リプロピレン樹脂、

ポ リスチレン樹脂 （例えば、シンジオタクチックポ リスチレンなど）、ポ リ

プテ ン樹脂、ポ リメチルペ ンテ ン樹脂、フッ素樹脂、ポ リイミ ド樹脂等が挙

げられる。

結晶性樹脂 （ただ し、液晶ポ リマ一を除く）としては、ポ リフエ二レンス

ルフイド樹脂、ポ リエチレンテレフタレ一 卜樹脂、ポ リプチレンテレフタレ

— 卜樹脂、芳香族ポ リエステル樹脂、ポ リアミ ド樹脂、ポ リオキシメチレン

樹脂、ポ リイミ ド樹脂が好ましく、ポ リフエニ レンスル フィ ド樹脂がよ り好

ま しい。

[0048] 本発明の製造方法において、樹脂成形体 3 を形成する樹脂は、上記熱可塑

性樹脂をべ一ス樹脂とし、これに分子中にヒドロキシ基および/ またはェポ

キシ基を含有する化合物を配合 した樹脂組成物である。ベ一ス樹脂である熱

可塑性樹脂に対 し、 ヒドロキシ基および/ またはエポキシ基を含有する化合

物を配合することにより、樹脂成形体 3 と板ガラス 2 との接着性を大幅に向

上できる。

[0049] 〈 ヒドロキシ基および またはエポキシ基を含有する化合物 〉

ヒドロキシ基および/ またはエポキシ基を含有する化合物としては、熱可

塑性樹脂と加熱溶融する際に発泡や分解 しない化合物が好ましい。



分子中に ヒ ドロキシ基 を含有する化合物 と しては、各種 アル コール、ポ リ

ビニル アル コール、ポ リビニル アル コールの変性体や共重合体、ポ リビニル

プチラール、エチ レング リコール、 グ リセ リン、 フエノール、 フエノール樹

脂、 これ らをェ ピクロル ヒ ドリン等 を用いて変性 した化合物、 フエノキシ樹

脂、 ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リレー 卜 （H E M A ) 、天然高分子 （例

えば、セル ロース、セル ロースの誘導体、デ ンプン、 キチン、 キ トサ ン、 シ

クロデキス トリン、 トレハ ロース、パ ラチ ノース、マル ト一スな ど）等が挙

げ られる。

また、分子中にエポキシ基 を含有する化合物 と しては、 グ リシジル アル コ

—ル、 グ リシジル （メタ）ァク リレー 卜、エポキシ樹脂等が挙 げ られる。

上記 ヒ ドロキシ基 および / またはエポキシ基 を含有する化合物 と しては、

好 ま しくは ヒ ドロキシ基 またはエポキシ基 を含有する高分子化合物であ り、

よ り好 ま しくは ヒ ドロキシ基 またはエポキシ基 を含有する樹脂である。

ヒ ドロキシ基 を含有する樹脂 と しては、 フエノキシ樹脂が好 ま しく、ェポ

キシ基 を含有する樹脂 と してはエポキシ樹脂が好 ま しい。

フエノキシ樹脂 と しては、 ビスフエノール A 型 フエノキシ樹脂、 ビスフエ

ノール F 型 フ エ ノキ シ樹脂、 ビス フ エ ノール A と ビス フ エ ノール F との共重

合型 フエノキシ樹脂が挙 げ られる。 フエノキシ樹脂の質量平均分子量 （G P

C 測定によるポ リスチ レン換算値）は、 1 0 ， 0 0 0 〜 2 0 0 ， 0 0 0 が好

ま しく、 2 0 ， 0 0 0 〜 1 0 0 ， 0 0 0 がよ り好 ま しい。

フエノキシ樹脂 と しては、市販のものも選択可能であ り、例 えば、 P K H

C 、 P K H H 、 P K H J 、 P K H B 、 P K F E 、 P K H P (商 品名、以上 I

n C h e m C o r p . 社製 ）、 Y P _ 5 0 、 Y P _ 5 0 S 、 Y P _ 5 5 、 Y

Ρ _ 7 0 、 F X 2 3 9 (商 品名、以上東都化成社製 )、 ェ ピコ一 卜Ε 1 2 5 6

、 ェ ピコ一 卜Ε 4 2 5 0 、 ェ ピコ一 卜Ε 4 2 7 5 (商 品名、以上ユニオ ン力

—バイ ド社製 )、 U C A R、 P K H C 、 P K H H (商 品名、以上東都化成社製

) 等 を使用で きる。 これ らは、単独で、 または 2 種類以上 を組み合わせて使

用 してもよい。



ヒ ドロキシ基 を有する高分子化合物 中の ヒ ドロキシ基の含有量は、 0 . 0

1 〜 2 3 モル k g 高分子が好 ま しく、 0 . 1 〜 1 5 モル k g 高分子がよ

り好 ま しく、 1 〜 1 0 モル k g 高分子がさ らに好 ま しい。特 に、 フエノキ

シ樹脂 においては、 ヒ ドロキシ基の含有量の特 に好 ま しい範囲は、 3 〜 7 モ

ル k g 高分子 （樹脂）であ り、最 も好 ま しい範囲は、 3 〜 5 モル / k g 高

分子 （樹脂）である。

エポキシ樹脂 と しては、 ビスフエノール A 型エポキシ樹脂、 ビスフエノー

ル F 型エポキシ樹脂、 ビスフエノ一ル S 型エポキシ樹脂な どの ビスフエノー

ル型エポキシ樹脂 ；フエノール ノボラック型エポキシ樹脂、 o _ ク レゾ一ル

ノボラック型エポキシ樹脂、 ビフエニル ノボラック型エポキシ樹脂な どの ノ

ポラック型エポキシ樹脂 ；ビフエニル型エポキシ樹脂、ナフタ レン型ェポキ

シ樹脂、 卜リフエニル メタン型エポキシ樹脂、 ジシクロペ ンタジェン型ェポ

キシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂 および グ リシジルェ一テル型エポキシ樹脂、

グ リシジルエステル型エポキシ樹脂な どのグ リシジル型エポキシ樹脂 ；等が

例示 される。 これ らは単独で、 または 2 種類以上 を組み合わせて使用 しても

よい。

エポキシ樹脂 についても、 フエノキシ樹脂 と同様 に、種 々の物性のものが

市販 されてお り、その 目的に合 うものを選択 して好適 に使用で きる。

エポキシ樹脂の質量平均分子量 （G P C 測定によるポ リスチ レン換算値）

は、 7 0 0 〜 2 0 0 ， 0 0 0 が好 ま しく、 9 0 0 〜 1 0 0 ， 0 0 0 がよ り好

ま しい。

エポキシ基 を有する高分子化合物 中のエポキシ基の含有量は、 0 . 0 1 〜

1 0 モル / k g 高分子が好 ま しく、 0 . 1 〜 8 モル / k g 高分子がよ り好 ま

しい。

フエノキシ樹脂 とエポキシ樹脂 は、それぞれ単独で用いるほか、両者 を併

用 して用いてもよい。

本発明においては、熱可塑性樹脂 に ヒ ドロキシ基 および / またはエポキシ

基 を含有する化合物 を配合 した樹脂組成物 とする代わ りに、 当該化合物 を上



記熱可塑性樹脂 に予めグラフ 卜させた り、 当該化合物で変性 させ ることによ

りヒ ドロキシ基 および / またはエポキシ基等 を熱可塑性樹脂 に導入 した りし

てもよい。

[0050] 〈 配合割合 〉

本発明において、上述 した分子中に ヒ ドロキシ基 を含有する化合物 および

/ またはエポキシ基 を含有する化合物の配合量は、熱可塑性樹脂 1 0 0 質量

部 に対 して、 1 〜 9 0 質量部が好 ま しく、 3 〜 8 0 質量部がよ り好 ま しい。

上記化合物の配合量があまり少ないと、樹脂組成物 と板 ガラス 2 との十分

な接着性が得 られない場合があ り、 また、配合量があまり多いと、ベ 一 ス樹

脂である熱可塑性樹脂の基本的な特性が阻害 され、強度の高い樹脂成形体 3

自体 を得 ることが困難 とな つた り、接着性 もむ しろ悪化 した りする場合があ

るが、配合量が この範囲であれば、樹脂組成物 と板 ガラス 2 との接着性 に優

れ、樹脂成形体 3 の強度 に優れる。

[0051 ] 〈 充填剤等 〉

さ らに、本発明における樹脂組成物 には、本発明の 目的を損なわない範囲

で充填材 を配合で きる。繊維状の充填材 と しては、 ガラス繊維、 力一ボ ン繊

維、チタン酸 カ リウム繊維、ホ ウ酸 アル ミニウム繊維、金属繊維な どの無機

繊維 ；ァラミ ド繊維、 ビニ ロン繊維、麻繊維な どの有機繊維 ；等が挙 げ られ

る。粉粒状、球状、 ブ レーク状、針状、板状等の種 々の形状の充填材 と して

は、 シ リカ、 アル ミナ、 タル ク、 ク レー、 カオ リン、水酸化 アル ミニウム、

水酸化マグネシウム、炭酸 カルシウム等が挙 げ られる。板状の充填材 と して

は、マイ力、 ガラスブ レーク等が挙 げ られる。 中空状の充填材 と しては、 シ

ラスバ ル ー ン、 ガ ラスバ ル ー ン、 各種樹脂バ ル ー ン等が挙 げ られる。 これ ら

の充填材は、 1種 または 2 種以上 を併用で きる。

[0052] 本発 明における樹脂組成物 には、 さ らに、本発明の 目的を逸脱 しない範囲

で、着色剤、顔料、熱安定剤、酸化防止剤、安定化剤、紫外線吸収剤、相溶

化剤、分散剤、滑剤、離型剤、その他 の添加剤 を配合で きる。 また、補助的

に、少量の他 の熱可塑性樹脂 も配合で きる。



[0053] 〈樹脂組成物の調製〉

本発明における樹脂組成物の調製は、種々の公知の方法で実施可能である

。例えば、所定割合の熱可塑性樹脂、分子中にヒドロキシ基および/ または

エポキシ基を含有する化合物、さらに必要に応じて充填剤等の成分を、V型

プレンダ一やヘンシェルミキサーなどにより予備混合したのち、押出機によ

り溶融混練する方法が挙げられる。また、各成分をそれぞれ個別に押出機に

供給して溶融混練することもできる。

[0054] 〈樹脂の形状〉

樹脂成形体3 となる樹脂の成形形状に関しては、金型形状の設計によって

、適用機器に必要な加工を施すことできる。例えば、スピーカ一、スィッチ

ボタン、端子用に孔を空けたり、本体側と本カバ一ガラスの組み立て用のフ

ック構造をもたせたり、筐体としての強度補強するための梁構造を裏側に組

み込んだりできる。

[0055] 〈樹脂表面の加飾〉

樹脂成形体3 となる樹脂の表面は、用途やデザインに応じ、任意に加飾を

施してもよい。例えば、金型にエンボス処理しておくことにより、樹脂表面

をエンボス加工することができる。また樹脂成形時に金型内の加飾面側にィ

ンモ一ル ド転写箔を揷入し、樹脂成形と同時に加飾を行ってもよい。

[0056] また成形加工後に、各種印刷方式により塗装することも可能である。この

場合、樹脂の側面も加飾することが必要となる場合には、三次元加飾ができ

る方式が好ましい。例えば、インクジェット印刷、パッド印刷、スクリーン

印刷、グラビヤオフセッ卜印刷などにより任意の加飾を行うことができる。

これらの方法によれば、加飾層表面に保護層としてハ一 ドコ一卜層を同時に

設けることも可能である。樹脂表面の加飾加工時に同時にガラスの周辺部に

も加飾を実施してもよい。その場合、より一体感のあるデザインが得られる

[0057] なお、樹脂の表面に加飾を施す場合には、予め印刷の膜厚を考慮に入れて

、樹脂成形時に印刷の膜厚分だけ樹脂の高さが低くなるように形成しても構



わない。そうすることで、樹脂表面の加飾層と板ガラスのガラス表面とを面

—にすることができるため好ましい。

[0058] [表示装置用カバ一ガラスの製造方法]

次に、本発明の表示装置用カバ一ガラスを製造する、表示装置用カバ一ガ

ラスの製造方法 （以下、便宜的に 「本発明の製造方法」ともいう）について

、図 7 〜図 1 1 に基づいて説明する。

なお、図 7 、図 8 および図 1 1 では、表示装置用カバ一ガラス 1 の機能膜

4 および接着剤 5 の図示を省略しており、また、表示装置用カバ一ガラス 1

の形態も、図 1 〜図 4 に基づいて説明した形態と異なっている。

[0059] 本発明の製造方法としては、例えば、以下に説明するガラス樹脂一体成形

品の製造方法が好適に挙げられる。そこで、以下では、まず、ガラス樹脂一

体成形品の製造方法に用いるガラス樹脂一体成形品の製造装置について説明

する。

[0060] 〔ガラス樹脂一体成形品の製造装置〕

図 7 は、ガラス樹脂一体成形品の製造装置の一実施形態を示す正面断面図

である。

図 7 に示すように、本実施の形態のガラス樹脂一体成形品の製造装置 （ガ

ラス樹脂一体成形品製造装置） 1 0 は、金型 1 2 と、金型 1 2 の型締め装置

(不図示）と、型締めした金型 1 2 によって形成されるキヤビティ空間 1 4

に樹脂を射出する射出装置 （不図示）と、装置全体の動作を統括制御する制

御装置 （不図示）と、を備えて構成される。

[0061 ] 〈 金型〉

金型 1 2 は、鉛直方向上側に配置される第 1 の金型としての可動側金型 1

6 と、鉛直方向下側に配置される第 2 の金型としての固定側金型 1 8 と、を

備えて構成される。

[0062] 《可動側金型》

可動側金型 1 6 は、入れ子構造で構成され、樹脂成形体 3 の樹脂材料が射

出される空間を形成する可動側キヤビティプロック 2 0 と、その可動側キヤ



ビティプロック2 0 が取 り付けられる可動側モール ド2 2 と、を備えて構成

される。

可動側キヤビティプロック2 0 は、直方体形状を有 し、固定側金型 1 8 と

対向する面 （鉛直方向下側の面）に可動側凹部 2 O A を備える。この可動側

凹部 2 O A は、ガラス樹脂一体成形品である表示装置用カバ一ガラス 1 を上

下に二分割 したときの上側 （ガラス表面 2 a 側）の形状に対応 した形状を有

する。

[0063] ところで、金型 1 2 内においては、後述する板ガラス載置面 2 8 A 1上に

板ガラス 2 が載置される。この板ガラス 2 のガラス表面 2 a 上には、機能膜

4 があらか じめ形成されていても形成されていなくてもよいが、機能膜 4 の

有無に応 じて、可動側凹部 2 O A の形状が異なる。

すなわち、例えば、あらか じめ機能膜 4 が形成されている板ガラス 2 を用

いる場合、可動側凹部 2 O A の形状は、機能膜 4 の膜表面 4 a に接する面と

樹脂成形体 3 の樹脂表面 3 a に接する面とがー連の平坦な面で構成された形

状にする。

—方、機能膜 4 が形成されていない板ガラス 2 を用いる場合、可動側凹部

2 O A の形状は、ガラス表面 2 a に接する面を、樹脂表面 3 a に接する面よ

りも、後に形成される機能膜 4 の厚さ分だけ突出させた形状にする。

このような可動側凹部 2 0 A の形状とすることにより、膜表面 4 a と樹脂

表面 3 a とが面一である表示装置用カバ一ガラス 1 が得 られる。

[0064] 可動側モール ド2 2 は、固定側金型 1 8 と対向する面 （鉛直方向下側の面

) に可動側キヤビティプロック2 0 を装着するための可動側キヤビティプ口

ック装着部 2 2 A を備える。この可動側キヤビティプロック装着部 2 2 A は

、可動側キヤビティプロック2 0 が嵌合可能な凹部として構成される。可動

側キヤビティプロック2 0 は、 この可動側キヤビティプロック装着部 2 2 A

に嵌め込み、図示 しない締結手段を用いて可動側モール ド2 2 に固定するこ

とにより、可動側モ一ル ド2 2 に装着される。

[0065] 《固定側金型》



固定側金型 1 8 も、可動側金型 1 6 と同様に入れ子構造で構成され、樹脂

成形体 3 の樹脂材料が射出される空間を形成する固定側キヤビティプロック

2 4 と、その固定側キヤビティプロック2 4 が取 り付けられる固定側モール

ド2 6 と、を備えて構成される。

[0066] 固定側キヤビティプロック2 4 は、直方体形状を有 し、可動側金型 1 6 と

対向する面に固定側凹部 2 4 A を備える。この固定側凹部 2 4 A は、ガラス

樹脂一体成形品である表示装置用カバ一ガラス 1 を上下に二分割 したときの

下側 （ガラス裏面 2 b 側）の形状に対応 した形状を有する。

この固定側キヤビティプロック2 4 は、板ガラス 2 を保持する板ガラス保

持プロック2 8 (第 1 の可動部）と、キヤビティ空間 1 4 を形成する部位で

あるキヤビティ空間形成プロック3 0 と、を入れ子状に組み合わせて構成さ

れる。この点については、後述する。

固定側モール ド2 6 は、可動側金型 1 6 と対向する面 （鉛直方向上側の面

) に固定側キヤビティプロック2 4 を装着するための固定側キヤビティプロ

ック装着部 2 6 A を備える。この固定側キヤビティプロック装着部 2 6 A は

、固定側キヤビティプロック2 4 が嵌合可能な凹部として構成される。固定

側キヤビティプロック2 4 は、この固定側キヤビティプロック装着部 2 6 A

に嵌め込むことにより、固定側モール ド2 6 に装着される。

[0067] 上記のように、固定側キヤビティプロック2 4 は、板ガラス保持プロック

2 8 と、キヤビティ空間形成プロック3 0 と、を組み合わせて構成される。

板ガラス保持プロック2 8 は、板ガラス保持部 2 8 A と、基部 2 8 B と、

を備えて構成される。

板ガラス保持部 （ガラス部材保持部） 2 8 A は、板ガラス 2 の形状に対応

した外形を有 し、その鉛直方向上側に板ガラス 2 を載置するための板ガラス

載置面 2 8 A 1 を備える。板ガラス載置面 2 8 A 1 は、平坦な面で構成され

る。また、板ガラス保持部 2 8 A は、鉛直方向下側にガイ ド用凸部 2 8 A 2

を備える。

基部 2 8 B は、板ガラス保持部 2 8 A のガイ ド部として機能 し、その鉛直



方向上部に板ガラス保持部 2 8 A のガイ ド用凸部 2 8 A 2 が嵌合されるガイ

ド用凹部 2 8 B 1 を備える。板ガラス保持部 2 8 A は、ガイ ド用凸部 2 8 A

2 がガイ ド用凹部 2 8 B 1 に嵌合されることにより、図 7 に矢印A で示す金

型 1 2 の型締め方向A に沿う方向に移動可能に支持される。

また、基部 2 8 B は、ガラス保持圧力調整手段としての複数のガラス保持

圧力調整用シリンダ （ガラス保持圧力調整用シリンダ） 3 2 を備える。各ガ

ラス保持圧力調整用シリンダ3 2 は、同期 して作動 し、板ガラス保持部 2 8

A を金型 1 2 の型締め方向に沿う方向に移動させる。

[0068] キヤビティ空間形成プロック3 0 は、中空状の外プロック3 O A と、中空

状の内プロック （第 2 の可動部） 3 0 B と、を入れ子状に組み合わせて構成

される。

外プロック3 0 A は、断面が矩形の筒形状を有 し、その中空部に内プロッ

ク3 0 B が摺動可能に配置される。

固定側キヤビティプロック2 4 が、固定側キヤビティプロック装着部 2 6

A に装着されると、キヤビティ空間形成プロック3 0 は、外プロック3 O A

が、固定側キヤビティプロック装着部 2 6 A の底面に載置される。これによ

り、外プロック3 O A が固定される。

また、板ガラス保持プロック2 8 は、固定側キヤビティプロック2 4 が、

固定側キヤビティプロック装着部 2 6 A に装着されると、基部 2 8 B が固定

側キヤビティプロック装着部 2 6 A の底面に載置される。これにより、基部

2 8 B が固定され、ガラス保持圧力調整用シリンダ3 2 を用いて板ガラス保

持部 2 8 A を移動させることが可能になる。

[0069] 固定側モール ド2 6 には、樹脂加圧手段としての複数の樹脂加圧用シリン

ダ3 4 が備えられる。各樹脂加圧用シリンダ3 4 は、同期 して作動 し、キヤ

ビティ空間形成プロック3 0 の内プロック3 0 B を型締め方向に沿う方向に

移動させる。これにより、キヤビティ空間 1 4 の容積を可変でき、キヤビテ

ィ空間 1 4 に充填された樹脂を加圧できる。

ここで、内プロック3 0 B は、樹脂注入時は、あらか じめ設定された 「樹



脂注入時位置」に位置 し、樹脂注入後、樹脂加圧用シ リンダ 3 4 に駆動 され

て、あ らか じめ設定された 「樹脂加圧位置」に移動する。 この樹脂加圧位置

は、樹脂注入時位置 よ りも鉛直方向上方の位置 に設定され、 キヤビテ ィ空間

4 の容積 を所定量縮小 させ る位置 に設定される。

[0070] 金型 1 2 は、以上のように構成 される。板 ガラス載置面 2 8 A 1 に板 ガラ

ス 2 を載置 して、金型 1 2 を型締めすると、固定側金型 1 8 と可動側金型 1

6 とによって板 ガラス 2 が挟持 される。樹脂の加圧 に連携 して板 ガラス 2 の

周囲にキヤビテ ィ空間 1 4 が形成 される。

こ こ で、板 ガラス 2 が載置 された板 ガラス保持 プロック 2 8 の板 ガラス保

持部 2 8 A は、 ガラス保持圧力調整用シ リンダ 3 2 によって、 キヤビテ ィ空

間形成 プロック 3 0 とは独立 して移動可能 に設 け られている。 このため、 ガ

ラス保持圧力調整用シ リンダ 3 2 によつて板 ガラス保持部 2 8 A を移動 させ

ることによ り、板 ガラス 2 に作用する圧力を独立 して調整で きる。

また、 キヤビテ ィ空間 1 4 を形成するキヤビテ ィ空間形成 プロック 3 0 は

、 内プロック 3 0 B が樹脂加圧用シ リンダ 3 4 によつて移動可能 に設 け られ

ている。 このため、樹脂加圧用シ リンダ 3 4 によってキヤビテ ィ空間形成 プ

ロック 3 0 を移動 させ ることによ り、 キヤビテ ィ空間 1 4 に充填 された樹脂

を加圧することがで きる。

なお、樹脂 は、可動側金型 1 6 か ら注入される。可動側金型 1 6 には、樹

脂の流路であるスプル一 3 6 及びゲ一 卜3 8 が備 え られる。射出装置 を介 し

てスプル一 3 6 に注入された樹脂 は、スプル一 3 6 か らゲ一 卜3 8 を介 して

、 キヤビテ ィ空間 1 4 に注入される。

[0071 ] 〈 型締め装置 〉

型締め装置 （不図示）は、固定側金型 1 8 に対 して可動側金型 1 6 を進退

移動 させて、金型 1 2 を開閉する。可動側金型 1 6 を固定側金型 1 8 に近づ

く方向に移動 させ ることによ り、金型 1 2 が型締めされ、可動側金型 1 6 を

固定側金型 1 8 か ら離れる方向に移動 させ ることによ り、金型 1 2 が開かれ

る。



[0072] 〈 射出装置 〉

射出装置 （不図示）は、樹脂注入手段として機能 し、金型 1 2 のスプル一

3 6 を介 してキヤビティ空間 1 4 に樹脂を注入する。

[0073] 〈 制御装置 〉

制御装置 （不図示）は、装置全体の動作を統括制御する。すなわち、型締

め装置を制御 して、金型 1 2 の開閉を制御する。また、射出装置を制御 して

、樹脂の注入を制御する。

また、制御装置は、樹脂加圧用シリンダ3 4 を制御 して、キヤビティ空間

1 4 に充填された樹脂の加圧を制御する （すなわち、樹脂加圧用シリンダ制

御手段として機能）。更に、制御装置は、樹脂加圧用シリンダ3 4 による樹

脂の加圧に連携 して、ガラス保持圧力調整用シリンダ3 2 を制御 し、板ガラ

ス 2 に作用するガラス保持圧力を制御する （すなわち、ガラス保持圧力制御

手段及びガラス保持圧力調整用シリンダ制御手段として機能）。

[0074] 〔ガラス樹脂一体成形品の製造方法〕

次に、ガラス樹脂一体成形品製造装置 1 0 を用いた、ガラス樹脂一体成形

品である表示装置用カバ一ガラスの製造方法について説明する。

[0075] 図 8 ( A ) 〜 （F ) は、ガラス樹脂一体成形品製造装置 1 0 を用いた、ガ

ラス樹脂一体成形品である表示装置用カバ一ガラス 1 の製造手順を示す図で

ある。

図 8 ( A ) に示すように、初期状態において、金型 1 2 は開かれており、

可動側金型 1 6 が固定側金型 1 8 から所定高さの位置に位置する。また、 こ

の状態において、固定側金型 1 8 に備えられた内プロック3 0 B は樹脂注入

時位置に位置する。

[0076] まず、図 8 ( B ) に示すように、金型 1 2 内に板ガラス 2 を配置する。板

ガラス 2 は、固定側金型 1 8 に備えられた板ガラス保持プロック2 8 の板ガ

ラス載置面 2 8 A 1 の上に載置 して、金型 1 2 に配置する。

[0077] このとき、本発明においては、あらか じめ板ガラス 2 のガラス側面 2 c に

接着剤 5 を塗布 （第 2 の実施形態の場合には、板ガラス板 2 のガラス裏面 2



b の縁 にも塗布） してお く。そ して、接着剤 5 を塗布 しておいた板ガラス 2

を、板ガラス載置面 2 8 A 1 の上に載置する。

[0078] また、上述 したように、 ここで用いる板ガラス 2 と しては、ガラス表面 2

a 上に機能膜 4 があ らか じめ形成 された板ガラス 2 であっても、機能膜 4 が

形成 されていない板ガラス 2 であってもよ く、機能膜 4 の有無に応 じて、可

動側凹部 2 0 A の形状 を異な らせる。

なお、板ガラス 2 のガラス表面 2 a 上に機能膜 4 をあ らか じめ形成 してお

く場合、機能膜 4 は、例えば、上述 した方法によりガラス表面 2 a 上に成膜

した りフィル厶を貼 った りすることにより形成 してお く。

[0079] 次 に、図 8 ( C ) に示すように、図示 しない型締め装置によって可動側金

型 1 6 を固定側金型 1 8 に向けて移動 させ、金型 1 2 を型締めする。 これに

より、板ガラス 2 が、固定側金型 1 8 と可動側金型 1 6 とに挟持 されるとと

もに、その板ガラス 2 の周囲にキヤビテ ィ空間 1 4 が形成 される。

このとき、板ガラス 2 に作用する圧力が、所定の圧力 となるように、ガラ

ス保持圧力調整用シ リンダ 3 2 が制御 され、板ガラス保持部 2 8 A の位置が

制御 される。

次に、図 8 ( D ) に示すように、射出装置 （不図示）によってキヤビテ ィ

空間 1 4 に樹脂 を注入 し、キヤビテ ィ空間 1 4 に樹脂 を充填する。

[0080] 次 に、図 8 ( E ) に示すように、樹脂加圧用シ リンダ 3 4 によって内プロ

ック 3 0 B は樹脂加圧位置に移動 させ、キヤビテ ィ空間 1 4 に充填 された樹

脂 を所定の樹脂圧縮圧力で加圧 しなが ら樹脂加圧成形する。 これにより、樹

脂成形体 3 にヒケが生 じるのを防止できる。

[0081 ] そ して、 これにより、機能膜 4 があ らか じめ形成 されている板ガラス 2 を

用いた場合 には、膜表面 4 a と樹脂表面 3 a との継 ぎ目に段差や隙間を生 じ

させることな く、膜表面 4 a と樹脂表面 3 a とを面一に して、板ガラス 2 の

周囲に接着剤 5 を介 して樹脂成形体 3 を一体成形できる。

また、機能膜 4 が形成 されていない板ガラス 2 を用いた場合 には、後 に形

成 される機能膜 4 の厚 さ分だけガラス表面 2 a を樹脂主面 3 a よりも凹ませ



て、板ガラス 2 の周囲に樹脂成形体 3 を一体成形できる。

[0082] —方、このように樹脂を加圧すると、板ガラス 2 に高い圧力が作用 し、板

ガラス 2 に割れや位置ズレが生 じるおそれがある。

そこで、樹脂の加圧に連携 してガラス保持圧力調整用シリンダ3 2 によつ

て板ガラス保持部 2 8 A の位置を制御 し、板ガラス 2 に作用する圧力が規定

範囲内に収まるように制御する。

ここで、この規定範囲内の上限は、固定側金型 1 8 と可動側金型 1 6 とに

挟持された板ガラス 2 に割れが生 じる圧力よりも低い圧力に設定され、規定

範囲の下限は、固定側金型 1 8 と可動側金型 1 6 とに挟持された板ガラス 2

に位置ズレが生 じる圧力よりも高い圧力に設定される。これにより、板ガラ

ス 2 の割れや位置ズレ及びバ リが生 じるのを防止できる。

加圧は一定時間継続 して行い、その後、図 8 ( F ) に示すように、金型 1

2 を開いて、表示装置用カバ一ガラス 1 となるガラス樹脂一体成形品を取 り

出す。

以上一連の工程でガラス樹脂一体成形品の製造が完了する。

[0083] なお、機能膜 4 があらか じめ形成されている板ガラス 2 を用いた場合には

、取 り出したガラス樹脂一体成形品が、そのまま表示装置用カバ一ガラス 1

となる。

—方、機能膜 4 が形成されていない板ガラス 2 を用いた場合には、樹脂主

面 3 a よりも凹んだガラス表面 2 a 上に、機能膜 4 を形成 して、表示装置用

カバ一ガラス 1 とする。

このとき、ガラス表面 2 a 上に機能膜 4 を形成する方法としては、上述 し

た方法により成膜 したりフイルムを貼ったりしてもよい。このとき、先に形

成された樹脂成形体 3 がへこみを有することにより、後で形成される機能膜

4 を貼 り付ける場合にはその位置合わせの基準することができる。

また、周囲の樹脂主面 3 a に対 して凹部となっているガラス表面 2 a 上に

、上述 したフッ素含有有機ケィ素化合物溶液を流 し込んで、すりきりしても

よい。このような流 し込みおよびすりきりによつて機能膜 4 を形成 した場合



、その樹脂成形体 3 を流 し込みにおける型枠 と して機能 させ ることがで き、

機能膜 4 があ らか じめ形成 されている板 ガラス 2 を用いた場合 と比較 して、

機能膜 4 を形成する際の作業性 は良好 となる。

図 9 は、樹脂加圧時における板 ガラスの圧力制御の一例 を示す概念図であ

る。

同図において、実線で示す折れ線 L 1 は、 キヤビテ ィ空間 1 4 に注入され

た樹脂 に作用する圧力の遷移 を示 している。 また、実線で示す折れ線 L 2 は

、圧力制御 した ときの板 ガラス 2 に作用する圧力の遷移 を示 している。

また、 同図において、 T 1 は、 キヤビテ ィ空間 1 4 に対 して樹脂の注入を

開始 した時間、 T 2 は、 キヤビテ ィ空間 1 4 に対 して樹脂の注入を完 了 した

時間、 T 3 は、樹脂の加圧 を開始 した時間、 T 4 は、加圧 を完 了 した時間、

T 5 は、型開 き した時間を示 している。

また、 同図において、間隔の狭い斜線で示す領域 P B は、板 ガラス 2 に割

れが生 じる圧力領域 を示 してお り、間隔の広い斜線で示す領域 P S は、板 ガ

ラス 2 に位置ズ レが生 じる圧力領域 を示 している。

同図に示すように、位置ズ レは、注入完 了時の樹脂 に作用する圧力 （すな

わち、時間 T 2 での樹脂 に作用する圧力）よ りも低 い圧力になると発生する

樹脂の加圧時を含めて、板 ガラス 2 に作用する圧力は、領域 P B 及び領域

P S の範囲に入 らないように制御 される。

図 9 に示す例では、樹脂加圧時に板 ガラス 2 も加圧 されるように制御 して

いる。ただ し、その範囲は、板 ガラス 2 に割れが生 じない圧力範囲 （すなわ

ち、領域 P B に入 らない範囲） とされている。 これによ り、板 ガラス 2 の割

れゃ位置ズ レ及び / くリを防止 しつつ、樹脂成形体 3 に ヒケが生 じるのを防止

で きる。

なお、図 9 において、破線で示す折れ線 L 3 は、圧力制御 していないとき

の板 ガラス 2 に作用する圧力の遷移 を示 している。樹脂の加圧時に板 ガラス

2 に作用する圧力の制御 を しないと、樹脂の加圧 に伴い板 ガラス 2 に作用す



る圧力も上がり、板ガラス 2 に割れが生 じる。

[0085] 図 1 0 は、樹脂加圧時における板ガラスの圧力制御の他の一例を示す概念

図である。

同図において、実線で示す折れ線 L 4 は、キヤビティ空間 1 4 に注入され

た樹脂に作用する圧力の遷移を示 している。また、実線で示す折れ線 L 5 は

、圧力制御 したときの板ガラス 2 に作用する圧力の遷移を示 している。

図 1 0 に示す例では、樹脂加圧時に板ガラス 2 に作用する圧力が低下する

ように制御 している。ただ し、その低下させる範囲は、位置ズレが生 じない

圧力範囲 （すなわち、領域 P S に入らない範囲）とされている。これにより

、板ガラス 2 の割れや位置ズレ及びバ リを防止 しつつ、樹脂成形体 3 にヒケ

が生 じるのを防止できる。

なお、図 1 0 において、破線で示す折れ線 L 6 は、圧力制御 していないと

きの板ガラス 2 に作用する圧力の遷移を示 している。樹脂の加圧時に板ガラ

ス 2 に作用する圧力の制御をしないと、樹脂の加圧に伴い板ガラス 2 に作用

する圧力も上がり、板ガラス 2 に割れが生 じる。

[0086] このように、樹脂の加圧時に板ガラス 2 に作用する圧力を制御する態様は

、樹脂加圧前よりも上げる態様と、下げる態様の二つの態様がある。いずれ

の態様を選択するかは、使用する樹脂の粘度等を考慮 して決定される。すな

わち、使用する樹脂の粘度が高いと、板ガラス 2 には、樹脂加圧前から既に

高い圧力が作用するので、このような場合は、樹脂加圧時に板ガラス 2 に作

用する圧力を下げる方向に制御する。これにより、板ガラス 2 が割れるのを

効果的に防止できる。

[0087] 〔製造装置 · 製造方法の変形例〕

〈 ガラス樹脂一体成形品の製造装置の変形例 〉

図 1 1 は、ガラス樹脂一体成形品の製造装置の変形例を示す正面断面図で

ある。

このガラス樹脂一体成形品製造装置 1 0 は、ガラス保持圧力調整手段と樹

脂加圧手段の構成が相違する。 したがって、ここでは、ガラス保持圧力調整



手段 と樹脂加圧手段の構成 についてのみ説明する。

板 ガラス保持 プロック 2 8 の基部 2 8 B には、 ガラス保持圧力調整手段 と

しての複数のガラス保持圧力調整用パネ 6 2 が備 え られる。 ガラス保持圧力

調整用パネ 6 2 は、板 ガラス保持部 2 8 A を可動側金型 1 6 に向けて付勢す

る （すなわち、鉛直上方 に付勢する。）。

固定側 モ ール ド2 6 には、樹脂加圧手段 と しての複数の樹脂加圧用パネ 6

4 が備 え られる。各樹脂加圧用パネ 6 4 は、 キヤビテ ィ空間形成 プロック 3

0 の外 プロック 3 O A を可動側金型 1 6 に向けて付勢する （すなわち、鉛直

上方 に付勢する。）。

〈 ガラス樹脂一体成形品の製造方法の変形例 〉

次 に、図 1 1 のガラス樹脂一体成形品製造装置 1 0 を用いたガラス樹脂一

体成形品の製造方法 について、図 8 と相違するガラス保持圧力調整手段つい

て説明 し、前述の図 8 の説明 と同様の部分は省略する。

このように可動側 モ ール ド2 2 と固定側 モ ール ド2 6 との間に一定の隙間

を持たせて型締め した場合であ つても、板 ガラス保持部 2 8 A がガラス保持

圧力調整用パネ 6 2 によって付勢 されているため、板 ガラス 2 は、可動側金

型 1 6 と固定側金型 1 8 とによって挟持 される。

また、 キヤビテ ィ空間形成 プロック 3 0 は、外 プロック 3 0 A が樹脂加圧

用バネ 6 4 によって付勢 されているため、外 プロック 3 0 A が可動側金型 1

6 の可動側 キヤビテ ィプロック 2 0 に当接する。 これによ り、板 ガラス 2 の

周囲にキヤビテ ィ空間 1 4 が形成 される。

次 に、射出装置 （不図示）によってキヤビテ ィ空間 1 4 に樹脂 を注入 し、

キヤビテ ィ空間 1 4 に樹脂 を充填する。

次 に、可動側金型 1 6 を固定側金型 1 8 に向けて移動 させ る。すなわち、

金型 1 2 を更に型締めする。 これによ り、先の型締め時に可動側 モ一ル ド2

2 と固定側 モ ール ド2 6 との間に形成 された隙間が閉 じられる。

金型 1 2 を更に型締めすると、外 プロック 3 O A が樹脂加圧用バネ 6 4 の

付勢力に杭 して可動側金型 1 6 に押 され、鉛直方向下側 に移動する。 この結



果、内プロック3 0 B が相対的にキヤビティ空間 1 4 に繰 り出され、キヤビ

ティ空間 1 4 の容積が減少する。これにより、キヤビティ空間 1 4 内に充填

された樹脂が加圧される。

—方、このように樹脂を加圧すると、板ガラス 2 に高い圧力が作用するが

、板ガラス 2 を保持する板ガラス保持部 2 8 A は、ガラス保持圧力調整用バ

ネ 6 2 によって付勢されながら移動可能に支持されているため、加圧時に作

用する圧力を逃がすことができる。これにより、板ガラス 2 に割れが生 じる

のを防止できる。

なお、このように、ガラス保持圧力調整用バネ 6 2 は、樹脂加圧時に板ガ

ラス 2 に作用する圧力を逃がす作用を供するものであるので、そのバネカは

、樹脂加圧用バネ 6 4 のバネ力よりも弱く設定される。

また、そのバネ力が弱すぎると、板ガラス 2 に位置ズレが生 じるので、板

ガラス 2 に位置ズレが生 じない圧力を付与できるバネ力に設定される。

加圧は一定時間継続 して行い、その後、金型 1 2 を開いて、表示装置用力

バ一ガラス 1 となるガラス樹脂一体成形品を取 り出す。

以上一連の工程でガラス樹脂一体成形品の製造が完了する。

[0089] このように、樹脂を加圧する樹脂加圧手段、及び、板ガラス 2 に作用する

圧力を調整するガラス保持圧力調整手段は、パネで構成することもでき、同

様の作用効果を奏することができる。

なお、本変形例では、樹脂加圧手段と、ガラス保持圧力調整手段の双方を

/ くネで構成 しているが、いずれか一方をシリンダで構成することもできる。

樹脂加圧手段、及び、ガラス保持圧力調整手段は、この他、たとえば、モ

—夕と、送りネジを利用 した移動機構によって構成することもできる。

また、樹脂加圧手段、及び、ガラス保持圧力調整手段をパネで構成する場

合、そのパネの種類は特に限定されない。たとえば、コイルスバネや皿バネ

を使用することができる。皿バネを使用 した場合は、皿パネの枚数を調整す

ることにより、バネカを調整することができる。

[0090] [表示装置用カバ一ガラスの用途など]



表示装置用カバ一ガラス 1 は、上述 したように、板 ガラス 2 と樹脂成形体

3 との接合欠陥が生 じることが抑制 され、破損のおそれを低減で きることか

ら、例 えば、移動時等 に衝撃 を受けやすいモパ イル機器、具体的には、 ノー

卜P C 、 タブ レッ トP C 、スマー トフ ォ ン、 その他様 々な表示装置のカバ一

ガラス と しても好適 に使用で きる。

産業上の利用可能性

[0091 ] 本発明によれば、板 ガラス と樹脂成形体 との接合欠陥を抑制で きる表示装

置用カバ一ガラスを提供で き、 このカバ一ガラスは、 ノ一 卜P C 、 タブ レツ

卜P C 、スマー トフォン、その他 モパイル機器な どの表示装置のカバ一ガラ

ス と して有用である。

なお、 2 0 1 3 年 5 月 7 日に出願 された 日本特許出願 2 0 1 3 - 0 9 7 8

9 号、及び 2 0 1 3 年 1 2 月 2 7 日に出願 された 日本特許出願 2 0 1 3 -

2 7 2 5 8 3 号の明細書、特許請求の範囲、図面および要約書の全 内容 をこ

こに引用 し、本発明の開示 と して取 り入れるものである。

符号の説明

[0092] 1 表示装置用カバ一ガラス

2 板 ガラス （ガラス部材）

a 刀 ラス表面

2 b ガラス裏面

c ガラス側面

3 樹脂成形体

3 a 樹脂表面

3 d 樹脂 内側面

3 e 回 り込み部

4 機能膜

4 a 膜表面

5 接着剤

6 シ ール部



0 ガラス樹脂一体成形品製造装置

2 金型

4 キヤビテ ィ空間

6 可動側金型

8 固定側金型

0 可動側 キヤビテ ィプロック

O A 可動側凹部

2 可動側 モ ール ド

2 A 可動側 キヤビテ ィプロック装着部

4 固定側 キヤビテ ィプロック

4 A 固定側凹部

6 固定側 モ ール ド

6 A 固定側 キヤビテ ィプロック装着部

8 A 板 ガラス保持 プロック （第 1 の可動部 )

8 A 1 板 ガラス載置面

8 A 2 ガイ ド用凸部

8 B 基咅

8 B 1 ガイ ド用凹部

0 キヤビテ ィ空間形成 プロック

0 A 外 プロック

0 B 内プロック （第 2 の可動部）

2 ガラス保持圧力調整用シ リンダ

4 樹脂加圧用シ リンダ

6 ス プル一

8 ゲ一 卜

2 ガラス保持圧力調整用パネ

4 樹脂加圧用パネ

1 従来の表示装置用カバ一ガラス



板 ガラス

a ガラス表面

c ガラス側面

樹脂成形体

機能膜

接着剤

界面

くぼみ



請求の範囲

表示装置 を使用するュ一ザ側のガラス表面 と、前記ガラス表面 に連

なるガラス側面 とを有するガラス部材 と、

前記ガラス表面上 に設 け られた機能膜 と、

前記ガラス部材の周囲に設 け られた樹脂成形体 と、 を備 え、

前記機能膜の膜表面 と前記樹脂成形体の樹脂表面 とが面一であ り、

前記ガラス側面 と前記樹脂成形体 との間に接着剤が設 け られている、

表示装置用カバ一ガラス。

前記機能膜の膜表面 と前記樹脂表面 との継 ぎ目の高低差が 2 O m

以下である、請求項 1 に記載の表示装置用カバ一ガラス。

前記樹脂成形体は、前記ガラス部材の周囲に継 ぎ目な く連続的に形

成 されている、請求項 1 または 2 に記載の表示装置用カバ一ガラス。

前記樹脂成形体の引張強度 （A S T M — D 6 3 8 に準拠）が、 1 8

0 〜 2 4 O M P a である、請求項 1 〜 3 のいずれか 1 項 に記載の表示

装置用カバ一ガラス。

前記樹脂成形体は、前記ガラス部材のガラス側面 に一体成形 された

ガラス樹脂一体成形品である、請求項 1 〜 4 のいずれか 1 項 に記載の

表示装置用カバ一ガラス。

前記樹脂成形体 を成形する金型 に前記ガラス部材 を配置 し、前記金

型 を型締め して、前記金型で前記ガラス部材 を挟持する工程 と、

前記金型 を型締めすることによ り前記ガラス部材の周囲の少な くと

も一部 に形成 されるキヤビテ ィ空間に樹脂 を注入 して、前記キヤビテ

ィ空間内に前記樹脂 を充填する工程 と、

前記キヤビテ ィ空間内に充填 した樹脂 を所定の樹脂圧縮圧力で加圧

しなが ら樹脂加圧成形する工程 と、

型締め した前記金型 を開いて、 ガラス樹脂一体成形品を取 り出すェ

程 と、 を備 え、

前記樹脂加圧成形する工程 において、前記樹脂の加圧 に連携 して前



記ガラス部材 に作用するガラス保持圧力が規定範囲内に収 まるように

、前記ガラス保持圧力を調整するガラス樹脂一体成形品の製造方法 に

よって得 られる、請求項 1 〜 5 のいずれか 1 項 に記載の表示装置用力

バ一ガラス。

前記樹脂加圧成形する工程 において、前記ガラス保持圧力を上 げな

が ら成形 を行 う、請求項 6 に記載の表示装置用カバーガラス。

前記樹脂加圧成形する工程 において、前記ガラス保持圧力を下げな

が ら成形 を行 う、請求項 6 に記載の表示装置用カバーガラス。

前記ガラス保持圧力の規定範囲の上限は、前記金型 に挟持 された前

記ガラス部材 に割れが生 じる圧力よ りも低 い圧力に設定され、前記ガ

ラス保持圧力の規定範囲の下限は、前記金型 に挟持 された前記ガラス

部材 に位置ズ レが生 じる圧力よ りも高い圧力に設定される、請求項 6

〜 8 のいずれか 1 項 に記載の表示装置用カバ一ガラス。

前記金型で前記ガラス部材 を挟持する工程 において、前記ガラス部

材のガラス表面上 に前記機能膜が形成 されている前記ガラス部材 を前

記金型 に配置する、請求項 6 〜 9 いずれか 1 項 に記載の表示装置用力

バ一ガラス。

前記金型で前記ガラス部材 を挟持する工程 において、前記ガラス部

材のガラス表面上 に前記機能膜が形成 されていない前記ガラス部材 を

前記金型 に配置 し、

前記ガラス樹脂一体成形品を取 り出す工程で取 り出 したガラス樹脂

一体成形品における前記ガラス板の前記ガラス表面上 に前記機能膜 を

形成する、請求項 6 〜 9 のいずれか 1 項 に記載の表示装置用カバ一ガ

ラス。

前記金型で前記ガラス部材 を挟持する工程 において、前記ガラス部

材のガラス側面 に前記接着剤が塗布 されている前記ガラス部材 を前記

金型 に配置する、請求項 6 〜 1 1 のいずれか 1 項 に記載の表示装置用

カバ一ガラス。



[ 請求項 13 ] 前記ガラス部材は、板 ガラスである請求項 1 〜 1 2 のいずれか 1 項

に記載の表示装置用カバ一ガラス。

[ 請求項 14 ] 前記板 ガラスは、前記ガラス表面 と前記ガラス側面 との間の角部 に

面取 り部 を有する請求項 1 3 に記載の表示装置用カバ一ガラス。

[ 請求項 15 ] 前記面取 り部 は、 C 面取 りされた面取 り部である請求項 1 4 に記載

の表示装置用カバ一ガラス。
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